
※ひとり親家庭に対する就業支援事業 ※令和６年改正

就業に役立つ教育訓練講座を受講する場合にその費用の一部を支給。 就職に有利な資格を取得するため、６ケ月年以上修業する場合に、最長４８か月間
受講前の審査が必要です。（※専門資格課程及び通信制を含む。） 給付金を支給。（※通信制を含まない。）

　　南相馬市内に住所を有する20歳未満の子を養育する 　　南相馬市内に住所を有する20歳未満の子を養育する　ひとり親家庭の母又は父
　ひとり親家庭の母又は父     ※児童扶養手当の受給者又は同程度の所得水準にあること。

     （所得水準を超過した場合であっても、１年に限り引き続き対象者とする）

　　雇用保険制度における教育訓練給付金の一般教育訓練、特定一般教育訓練、
　　専門実践教育訓練に係る指定教育訓練講座　　※厚生労働大臣指定 　　看護師、准看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、

　　歯科衛生士、美容師、社会福祉士、製菓衛生師、調理師　など

①講座を受講するために支払った費用の６０パーセントの額を
　 修了後に支給　　 ※下限１２千円 　　　・訓練促進給付金…　　　非課税世帯　100,000円（月額）
　 一般又は特定一般教育訓練給付金の場合、上限２０万円 　　　　　（月額支給） 　　　課税世帯     　70,500円（月額）
　 専門実践教育訓練の場合、４０万円/年（４年まで） 　　　※最終年度の１２か月は、上記月額に40,000円/月の増額となる。
②追加支給（専門実践教育訓練の方のみ）　　※下限１２千円 　　
　 教育訓練を修了してから１年以内に資格取得及び 　　　・修了支援給付金…　　　非課税世帯　50,000円（一時金）
　 就職等をした場合、講座を受講するために支払った 　　　　　　（卒業時） 　　　課税世帯　 　25,000円（一時金）
　 費用の２５パーセントの額を支給
　 ※上限２０万円/年（４年まで）
①+②　合計８５パーセント

希望する職種への就業、安定した就業のために、高卒認定試験の合格を目指し民間
事業者が実施する対策講座を受講する場合にその費用の一部を支給。（通信制を含む。）

（通信制）
①受講開始時給付金…講座を受講するために支払った費用の４０パーセント　※上限１０万円、下限４千円
②受講修了時給付金…講座を受講するために支払った費用の１０パーセント　※上限２万５千円、下限４千円
③合格時給付金… 講座を受講するために支払った費用の１０パーセント　※上限２万５千円、下限４千円

※①②③給付金の合計、上限額１５万円
（通学又は通学及び通信制併用）

　南相馬市内に住所を有する20歳未満の子を養育 ①受講開始時給付金…講座を受講するために支払った費用の４０パーセント　※上限２０万円、下限４千円
するひとり親家庭の母又は父及び20歳未満の児童 ②受講修了時給付金…講座を受講するために支払った費用の１０パーセント　※上限５万円、下限４千円

③合格時給付金… 講座を受講するために支払った費用の１０パーセント　※上限５万円、下限４千円
※①②③給付金の合計、上限額３０万円

　高卒認定試験の合格を目指す講座 　※合格時給付金は、受講修了時から２年以内に、「全科目試験合格の必要有」
　

①自立支援教育訓練給付金事業 ②高等職業訓練促進給付金等事業

③高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

１.対象者

２.対象講座

３.給付額

１.対象者

２.対象資格

３.給付金の種類及び給付額
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３.給付金の種類及び給付額

※①及び②の事業の共通点

・自立に向けた計画の策定等を受け

ていること。

・当該事業が適職に就くために必要

と認められること

ひとり親

家庭の親等へ

の自立支援策

★その他の支援制度の併給

等は、比較一覧表を参考にし

てください。貸付制度は免除要

件がありますが、想定外の事

態も考え、借用申請は慎重に

検討をしてください。


